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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第162期

中間連結会計期間

第163期

中間連結会計期間
第162期

会計期間
自2025年４月１日

至2025年９月30日

自2026年４月１日

至2026年９月30日

自2025年４月１日

至2026年３月31日

売上高 (百万円) 19,850 21,021 40,447

経常利益 (百万円) 1,055 1,577 2,306

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
(百万円) 589 1,068 1,521

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 1,753 2,630 4,785

純資産額 (百万円) 32,370 36,487 34,905

総資産額 (百万円) 54,158 62,529 59,521

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 61.86 112.02 159.55

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
 (円) ― ― ―

自己資本比率  (％) 58.9 57.5 57.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 455 2,614 3,402

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △741 △1,918 △1,942

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 275 △1,105 648

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(百万円) 6,671 8,385 8,801

 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しており、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載しており

ません。
２　当社は「役員向け株式給付信託」を導入しており、「１株当たり中間（当期）純利益」の計算上、期中平均
株式数の計算において控除する自己株式に「役員向け株式給付信託」が保有する株式を含めております。

３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

４　当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はありませ

ん。

また、当中間連結会計期間において、報告セグメントを変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１ 中間

連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等に関する事項」

をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間の我が国経済は、継続的な賃上げや最低賃金の改定などを背景に実質賃金が増加するなど、

雇用・所得環境に改善の動きが見られました。一方、生活必需品等の価格上昇が個人消費の下押し要因となったほ

か、自然災害や天候不順等の影響もあり、景気は緩やかな回復にとどまりました。また、海外経済においても地政

学的リスクの高まりや世界的な長期金利の上昇などを背景に、先行き不透明な状況が続きました。

このような経済環境のもと、鉄鋼業界におきましては、建築・土木分野では、人手不足や建築資材の高止まりに

伴う工期の遅延・見直しが常態化し、鋼材需要は停滞いたしました。また、自動車分野におきましては、一部に生

産の持ち直しが見られたものの、本格的な需要回復には至らず、鋼管全般の国内需要は総じて伸び悩みました。

また、我が国への不当廉売関税（アンチダンピング課税）の賦課など、通商政策が進展したことに加え、円安ト

レンドが続く為替相場の効果もあり、海外からの安値輸入品の過度な流入は一定程度抑制されたものの、国内需要

の低迷を背景に鋼材市況は力強さを欠く展開となりました。その結果、原材料費や加工費などのコスト上昇分を販

売価格へ十分に転嫁することは難しく、利ざやの確保が引き続き課題となりました。

このような厳しい環境下、当社グループにおきましては、需要に応じた生産・販売体制の最適化を推進するとと

もに、販売価格の適正化や各種コスト改善に取り組んだ結果、前年同期を上回る利益を計上いたしました。

この結果、当中間連結会計期間の売上高は21,021百万円（前年同期比5.9％増）、営業利益1,455百万円（前年同

期比65.8％増）、経常利益1,577百万円（前年同期比49.6％増）となり、親会社株主に帰属する中間純利益は1,068

百万円（前年同期比81.1％増）となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（鋼管関連）

普通鋼製品につきましては、当社の主力分野である建築関連において、人手不足や資材価格・物流費の高騰を背

景に、住宅着工の低迷や建設工事の工期の遅延・見直しが長期化しており、厳しい受注環境が続きました。一方、

住宅設備や梱包資材関連では、中東情勢に起因する部材調達の遅延や物流の停滞が生じていたものの、第２四半期

には影響が限定的となり、出荷は従来の水準に戻りました。また、自動倉庫や太陽光架台といったエネルギー関連

案件の受注も堅調に推移した結果、販売数量は前年同期並みの水準を維持いたしました。

ステンレス鋼製品につきましては、普通鋼と同様に建築関連が低調に推移した一方、半導体製造装置、データセ

ンター、トラック架装、エネルギー、食品・薬品関連設備などは堅調に推移いたしました。価格に関しては、人件

費、物流費、光熱費の上昇に加え、中東情勢の影響による副資材の供給不安や、７月に発表されたアンチダンピン

グ暫定関税により海外からの入荷が抑制されたことから、販売価格の引き上げを進めやすい環境となりました。こ

うした状況を背景に、市況価格は強含みで推移いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は20,642百万円（前年同期比6.6％増）、営業利益は1,144百万円（前年同期比

79.7％増）となりました。
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（不動産等賃貸）

不動産等賃貸収入につきましては、東京都大田区の地代収入を中心に、関西工場リム工場跡地の地代収入、東京

都江東区の自社ビル「アラヤ清澄白河ビル」の賃貸収入、大阪府茨木市の地代収入などにより、安定した業績をあ

げています。

この結果、当セグメントの売上高は350百万円（前年同期比1.5％増）、営業利益は305百万円（前年同期比2.0％

増）となりました。

 
資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当中間連結会計期間末の総資産は62,529百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,008百万円増加しました。

流動資産は29,604百万円となり228百万円の減少となりました。これは主に、現金及び預金の減少415百万円で

あります。固定資産は32,924百万円となり3,236百万円の増加となりました。これは主に、建物(純額)の増加

1,010百万円と投資有価証券の増加2,505百万円であります。

 
（負債）

当中間連結会計期間末の負債合計は26,041百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,425百万円増加しまし

た。流動負債は18,213百万円となり919百万円の増加となりました。これは主に、支払手形及び買掛金の増加

267百万円と電子記録債務の増加458百万円であります。固定負債は7,828百万円となり506百万円の増加となり

ました。これは主に、繰延税金負債の増加661百万円であります。

 
（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産は36,487百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,582百万円増加しました。

これは主に、その他有価証券評価差額金の増加1,501百万円であります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、8,385百万円となり、前連結会

計年度末より415百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は2,614百万円（前年同期は455百万円の資金の増加）となりました。これは主に、

税金等調整前中間純利益が1,573百万円の資金増加、仕入債務の増減額720百万円の資金増加となったことなどに

よるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は1,918百万円（前年同期は741百万円の資金の減少）となりました。これは主に、

投資有価証券の取得による支出が514百万円の資金減少、有形固定資産の取得による支出が1,501百万円の資金減

少となったことなどによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は1,105百万円（前年同期は275百万円の資金の増加）となりました。これは主に、

配当金の支払額が1,053百万円の資金減少となったことなどによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び新たに生じた課題

はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

一　会社の支配に関する基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当
社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的
に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

　上場会社である当社の株式は、基本的に、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、株式の大
量買付け等がなされた場合でも、当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するもので
あれば、これを一概に否定するものではありません。
また、当社取締役会は、大量買付者による大量買付け行為がなされた場合にこれを受け入れるかどうかは、最
終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。
一方で、大量買付け行為の中には、株主の皆様が適切に判断を行うために必要な情報が十分に提供されない場
合や、その目的などからみて、企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそれがある場合も想定されます。
そのため当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大量買付け行為が行われる
場合には、株主の皆様が適切な判断を行うために、当社取締役会の意見等を開示するとともに必要な情報や時間
を確保することに努め、必要に応じて、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適
切な措置を講じてまいります。

　

二　会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

①企業価値向上のための取組み
当社は、中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上のため、中期経営計画を策定し、経営課題
への対応に取り組んでまいります。
②コーポレート・ガバナンス強化のための取組み
当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、コーポレート・ガバナンス体制の運用
を図るとともに経営の客観性、適時性、透明性を高めてまいります。

 
三　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社は、中長期的な企業価値および株主共同の利益の確保、向上に取組むとともに、企業価値ひいては株主共

同の利益を毀損するおそれのある大量買付け行為が行われる場合には、株主の皆様が適切な判断を行うために、

当社取締役会の意見等を開示するとともに必要な情報や時間を確保することに努め、必要に応じて、金融商品取

引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。

 
四　二及び三の取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の株主の共同利益を損なうものではなく、当社

役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由について

上記の取組みは、基本方針の実現のため、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるために

取り組むものであります。

このため、当社取締役会は、上記の取組みが基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものではなく、当社

役員の地位を維持するものではないと判断しております。

 
 

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は９百万円であります。また、研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

（注）2026年２月10日開催の取締役会決議により、2026年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能
　　　株式総数は16,000,000株増加し、32,000,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,400,000 10,400,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

計 10,400,000 10,400,000 ― ―
 

（注）2026年２月10日開催の取締役会決議により、2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を
　　　行っております。これにより発行済株式総数は、5,200,000株増加し、10,400,000株となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日 5,200 10,400 － 3,940 － 4,155
 

（注）2026年２月10日開催の取締役会決議により、2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を
行っております。これにより発行済株式総数は、5,200,000株増加し、10,400,000株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

 

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

一般社団法人ツバメの会
横浜市鶴見区鶴見中央１丁目
３１－２２－１８１０

490 5.11

株式会社北國銀行
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

石川県金沢市広岡２丁目１２－６
(東京都中央区晴海１丁目８－１２)

467 4.87

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 419 4.36

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 367 3.83

阪和興業株式会社 東京都中央区築地１丁目１３－１ 355 3.69

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区大手町１丁目５－５
（東京都中央区晴海１丁目８－１２）

315 3.28

加賀商工有限会社 加賀市大聖寺耳聞山町７１番地の１ 200 2.08

みずほ信託銀行株式会社
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区丸の内１丁目３－３
（東京都中央区晴海１丁目８－１２）

180 1.88

積水樹脂株式会社 大阪市北区西天満２丁目４－４ 132 1.38

株式会社ヨドコウ 大阪市中央区南本町４丁目１－１ 131 1.36

計 ― 3,060 31.88
 

(注) １　所有株式数につきましては千株未満を、その割合につきましては小数点以下第三位をそれぞれ切り捨てて

表示しています。

２　上記のほか当社所有の自己株式801千株があります。

３　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の所有株式数につきま

しては、当該株式分割後の株式数を記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
 普通株式 801,300

完全議決権株式(その他)
 普通株式  

95,502 ―
9,550,200

単元未満株式  普通株式 48,500  ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 95,502 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「役員向け株式給付信託」の信託財産として、株式会

社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式59,600株（議決権の数596個）が含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれております。

４　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の株式数につきまして

は、当該株式分割後の株式数を記載しております。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新家工業株式会社

大阪市中央区
南船場二丁目12番12号

801,300 － 801,300 7.70

計 ― 801,300 － 801,300 7.70
 

(注) １　「役員向け株式給付信託」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社

株式59,600株は、上記自己株式に含めておりません。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の株式数につきまし

ては、当該株式分割後の株式数を記載しております。

 
２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,801 8,385

  受取手形及び売掛金 5,502 5,750

  電子記録債権 6,030 5,687

  有価証券 - 98

  商品及び製品 6,570 6,647

  仕掛品 747 760

  原材料及び貯蔵品 1,717 1,797

  その他 486 500

  貸倒引当金 △23 △24

  流動資産合計 29,833 29,604

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 5,270 6,280

   土地 4,713 4,703

   その他（純額） 4,114 3,865

   有形固定資産合計 14,098 14,848

  無形固定資産 228 210

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,453 15,959

   退職給付に係る資産 1,644 1,675

   その他 264 231

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 15,361 17,865

  固定資産合計 29,688 32,924

 資産合計 59,521 62,529
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,428 6,696

  電子記録債務 2,938 3,396

  短期借入金 4,910 4,994

  1年内返済予定の長期借入金 325 320

  未払法人税等 159 526

  賞与引当金 444 476

  その他 2,087 1,803

  流動負債合計 17,294 18,213

 固定負債   

  長期借入金 2,509 2,349

  役員退職慰労引当金 59 39

  株式給付引当金 21 20

  退職給付に係る負債 663 693

  資産除去債務 7 7

  繰延税金負債 3,367 4,028

  その他 692 688

  固定負債合計 7,321 7,828

 負債合計 24,616 26,041

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,940 3,940

  資本剰余金 4,596 4,596

  利益剰余金 19,711 19,724

  自己株式 △1,723 △1,715

  株主資本合計 26,525 26,546

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,242 8,743

  為替換算調整勘定 △92 △16

  退職給付に係る調整累計額 735 710

  その他の包括利益累計額合計 7,885 9,436

 非支配株主持分 494 505

 純資産合計 34,905 36,487

負債純資産合計 59,521 62,529
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 19,850 21,021

売上原価 15,785 16,262

売上総利益 4,064 4,759

販売費及び一般管理費 ※1  3,187 ※1  3,303

営業利益 877 1,455

営業外収益   

 受取利息 12 16

 受取配当金 183 228

 仕入割引 9 9

 その他 28 35

 営業外収益合計 234 289

営業外費用   

 支払利息 36 60

 為替差損 7 96

 その他 13 11

 営業外費用合計 57 167

経常利益 1,055 1,577

特別利益   

 保険解約返戻金 20 －

 固定資産売却益 － 0

 特別利益合計 20 0

特別損失   

 固定資産売却損 1 －

 固定資産除却損 113 4

 特別損失合計 115 4

税金等調整前中間純利益 959 1,573

法人税、住民税及び事業税 216 508

法人税等調整額 131 △13

法人税等合計 347 494

中間純利益 612 1,078

非支配株主に帰属する中間純利益 22 10

親会社株主に帰属する中間純利益 589 1,068
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 612 1,078

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,257 1,501

 為替換算調整勘定 △107 75

 退職給付に係る調整額 △7 △25

 その他の包括利益合計 1,141 1,551

中間包括利益 1,753 2,630

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,731 2,619

 非支配株主に係る中間包括利益 22 10
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 959 1,573

 減価償却費 419 462

 固定資産除却損 113 4

 固定資産売却損益（△は益） 1 △0

 のれん償却額 2 4

 保険解約返戻金 △20 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

 環境対策引当金の増減額（△は減少） － △5

 株式給付引当金の増減額（△は減少） － △0

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12 24

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △59 △19

 受取利息及び受取配当金 △196 △245

 支払利息 36 60

 売上債権の増減額（△は増加） 458 93

 棚卸資産の増減額（△は増加） 519 △176

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,124 720

 その他 △266 60

 小計 855 2,557

 利息及び配当金の受取額 197 246

 利息の支払額 △37 △60

 法人税等の支払額 △624 △156

 法人税等の還付額 9 27

 保険解約返戻金の受取額 54 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 455 2,614

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △110 △514

 投資有価証券の売却による収入 3 －

 投資有価証券の償還による収入 100 100

 有形固定資産の取得による支出 △391 △1,501

 有形固定資産の売却による収入 3 0

 有形固定資産の除却による支出 △2 △1

 無形固定資産の取得による支出 △0 △1

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△342 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △741 △1,918

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,412 122

 長期借入金の返済による支出 △163 △165

 リース債務の返済による支出 △15 △12

 配当金の支払額 △956 △1,053

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 自己株式の売却による収入 － 3

 財務活動によるキャッシュ・フロー 275 △1,105

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31 △415

現金及び現金同等物の期首残高 6,703 8,801

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  6,671 ※  8,385
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【注記事項】

(追加情報)

（役員向け株式給付信託）

当社は、取締役（社外取締役、監査等委員である取締役および国内非居住者を除く。）（以下、「取締役」とい

う。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、取締役が株価上昇によるメリットを享受するのみ

ならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を

高めることを目的として、2022年６月24日開催の第158期定時株主総会決議に基づき、取締役に対する業績連動型株

式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入し、2024年６月27日開催の第160期定時株主総会において、その内

容を一部改定のうえ、継続しております。

（1）取引の概要

本制度は、取締役の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）

が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規程に基づいて、各取締役に付与するポイントの数に相当す

る数の当社の株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」という。）を、本信託を通じて、各取

締役に給付する株式報酬制度です。

なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

（2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

本信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。なお「株式給付規程」

に基づく当社取締役への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度における株式給付債務の見込額に基づき、

株式給付引当金を計上しております。

（3）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数について、前連結会計年度は103百万円、65,000株で

あり、当中間連結会計期間は95百万円、59,600株であります。なお当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っておりますが、本信託に残存する当社株式数については、当該株式分割後の株式数

で記載しております。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

発送配達費 1,111百万円 1,124百万円

従業員給与手当 590百万円 643百万円

賞与引当金繰入額 230百万円 259百万円

退職給付費用 30百万円 26百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円 4百万円

貸倒引当金繰入額(△は戻入額) △1百万円 0百万円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金 6,671百万円 8,385百万円

現金及び現金同等物 6,671百万円 8,385百万円
 

 

(株主資本等関係)

　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 959百万円 200円
2025年
３月31日

2025年
６月27日

 

(注)１　2025年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員向け株式給付信託」が保

有する自社の株式に対する配当金が６百万円含まれております。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の

１株当たり配当額につきましては、当該株式分割前の１株当たり配当額を記載しておりま

す。

 
　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 479百万円 100円
2025年
９月30日

2025年
12月４日

 

(注)１　2025年11月７日取締役会決議による配当金の総額には、「役員向け株式給付信託」が保有す

る自社の株式に対する配当金が３百万円含まれております。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の

１株当たり配当額につきましては、当該株式分割前の１株当たり配当額を記載しておりま

す。

 
　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,055百万円 220円
2026年
３月31日

2026年
６月26日

 

(注)１　2026年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員向け株式給付信託」が保

有する自社の株式に対する配当金が７百万円含まれております。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の

１株当たり配当額につきましては、当該株式分割前の１株当たり配当額を記載しておりま

す。

 
　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 479百万円 50円
2026年
９月30日

2026年
12月３日

 

(注)１　2026年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、「役員向け株式給付信託」が保有す

る自社の株式に対する配当金が２百万円含まれております。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の１株当

たり配当額につきましては、当該株式分割後の１株当たり配当額を記載しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

中間連結

損益計算書

計上額

（注3）鋼管関連
自転車
関連

不動産等
賃貸

計

売上高         

  外部顧客への売上高 19,369 114 344 19,829 21 19,850 － 19,850

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 19,369 114 344 19,829 21 19,850 － 19,850

セグメント利益又は損失
（△）

636 14 299 951 2 953 △75 877
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ディスクホイル・機械設備・

福祉機器の製造販売であります。
２　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、棚卸資産の調整等によるものであります。
３　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

中間連結会計期間において、三宅金属株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めております。これによ

り、鋼管関連においてのれんが164百万円発生しております。

 
 

 
 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

中間連結

損益計算書

計上額

（注3）鋼管関連
不動産等
賃貸

計

売上高        

  外部顧客への売上高 20,642 350 20,992 28 21,021 － 21,021

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 20,642 350 20,992 28 21,021 － 21,021

セグメント利益又は損失
（△）

1,144 305 1,450 △1 1,449 6 1,455
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ディスクホイル・機械設備・

福祉機器の製造販売であります。
２　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、棚卸資産の調整等によるものであります。
３　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

近年の市場動向および事業収益性を踏まえ、2025年12月末をもって完成自転車の輸入販売事業から撤退して

おります。これに伴い、従来「自転車関連」として独立した報告セグメントを記載しておりましたが、当中間連

結会計期間より報告セグメントから除外しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計
 

鋼管関連
（注）3

自転車関連 不動産等賃貸 計

商品及び製品の販売 19,235 114 － 19,350 21 19,371

役務の提供（注）1 110 － － 110 － 110

顧客との契約から生じる収益 19,346 114 － 19,461 21 19,482

その他の収益（注）2 22 － 344 367 － 367

外部顧客への売上高 19,369 114 344 19,829 21 19,850
 

（注）１　役務の提供は、受託加工取引及び代理人取引による収入であります。

　　　２　その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産等賃貸収入であります。

３　三宅金属株式会社の株式を取得し、同社を完全子会社として連結の範囲に含め「鋼管関連」に新たに追

加しております。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計

 鋼管関連 不動産等賃貸 計

商品及び製品の販売 20,361 － 20,361 28 20,390

役務の提供（注）1 260 － 260 － 260

顧客との契約から生じる収益 20,622 － 20,622 28 20,651

その他の収益（注）2 20 350 370 － 370

外部顧客への売上高 20,642 350 20,992 28 21,021
 

（注）１　役務の提供は、受託加工取引及び代理人取引による収入であります。

２　その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産等賃貸収入であります。

３　2025年12月末をもって完成自転車の輸入販売事業から撤退しております。これに伴い、従来「自転車関

連」として独立した報告セグメントを記載しておりましたが、当中間連結会計期間より報告セグメントか

ら除外しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 61円86銭 112円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益
　　　　　　　　　　　　　 　　（百万円）

589 1,068

普通株主に帰属しない金額　 　　（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益　　　　　　　　　 （百万円）

589 1,068

普通株式の期中平均株式数　 　　（千株） 9,534 9,536
 

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益及び普通株式の期中平均株式数を算定

しております。

３　株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式給付信託に残存する自社の株式は、１株

当たり中間純利益の計算上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

EDINET提出書類

新家工業株式会社(E02258)

半期報告書

19/23



 

２ 【その他】

 

第163期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月10日開催の取締役会において、

2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 479百万円

②　１株当たりの金額      　                     50円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　2026年12月３日
 

（注）2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の１株当たりの金額につき

ましては、当該株式分割後の１株当たりの金額を記載しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

2026年11月10日
 

新家工業株式会社
 

取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

大　阪　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 藤　川　 　 賢   

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　田　博　規   

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新家工業株式会社

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新家工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
 

以　上

 
 

(注) １. 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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